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建
設
委
員
会 

７
月
２
日 

中
森
辰
一
議
員
の
質
問 

税
金
で
つ
く
っ
て
お
い
て
、
料
金
を
払
う
者
し
か
利
用
で

き
な
い
の
は
お
か
し
い 

  

都
市
高
速
道
路
の
計
画
交
通
量
が
３
割
下
方
修
正
さ
れ
、
有
料
道

路
事
業
と
し
て
の
投
資
額
が
４
６
０
０
億
円
か
ら
３
６
０
０
億
円
へ
と
減

る
事
態
と
な
り
ま
し
た
。 

 

対
応
策
と
し
て
合
併
施
工
方
式
の
拡
大
の
可
能
性
（
有
料
道
路
事

業
と
公
共
事
業
の
組
み
合
わ
せ
の
見
直
し
）が
あ
が
っ
て
い
る
こ
と
に
つ

い
て
中
森
議
員
は
、
「
５
路
線
の
建
設
費
全
体
は
５
３
０
０
億
円
、
そ
の
う

ち
７
０
０
億
円
分
が
公
共
事
業
（税
金
）で
行
う
合
併
施
工
部
分
。税
金

で
つ
く
っ
て
お
い
て
、
料
金
を
払
う
者
し
か
利
用
で
き
な
い
と
い
う
こ
と

が
法
的
に
通
用
す
る
の
か
」と
追
及
し
ま
し
た
。 

 

市
は
、
「合
併
施
工
方
式
は
、
他
の
有
料
道
路
で
も
多
く
採
用
さ
れ
て

い
る
。適
正
な
料
金
水
準
の
も
と
で
採
算
性
を

確
保
し
な
が
ら
有
料
道
路
を
早
期
整
備
す
る

た
め
の
制
度
だ
と
考
え
て
い
る
」と
答
え
ま
し

た
。 

 

事
業
拡
大
し
て
も
、
利
用
が
少
な
け
れ
ば
採
算
割
れ
を

起
こ
す
可
能
性
が 

  

中
森
議
員
は
、
「今
の
７
０
０
億
円
は
市
の
財
源
。
一
方
、
県
は
当
初
の

出
資
額
以
上
は
出
さ
な
い
と
言
っ
て
い
る
。
合
併
施
行
を
拡
大
す
れ
ば

全
部
市
が
か
ぶ
る
こ
と
に
な
る
。
厳
し
い
財
政
の
中
で
、
さ
ら
に
市
費
を

上
乗
せ
し
て
投
入
す
る
こ
と
が
可
能
と
考
え
て
い
る
か
」と
質
問
。 

合併施工方式は拡大すべきでない 
拡大事業分は、すべて市がかぶることに… 

 

市
は
、「
現
在
、有
料
道
路
本
体
の
見
直
し
と
合
わ
せ
て
、関
連
す
る
平

面
道
路
の
公
共
事
業
な
ど
市
の
負
担
事
業
全
体
を
見
直
す
こ
と
と
し

て
い
る
」と
の
べ
、
「
年
内
を
め
ど
に
見
直
し
作
業
を
行
っ
て
い
る
財
政
健

全
化
計
画
と
す
り
合
わ
せ
な
が
ら
、
新
た
な
市
民
負
担
を
生
じ
る
こ
と

が
な
い
よ
う
見
直
し
て
い
く
」と
答
え
ま
し
た
。 

 

中
森
議
員
は
、
「合
併
施
行
方
式
は
、
採
算
が
取
れ
な
い
高
速
道
路
を

つ
く
る
た
め
に
税
金
を
投
入
す
る
仕
組
み
だ
が
、
そ
れ
で
も
利
用
が
少

な
く
て
採
算
割
れ
を
招
い
て
お
り
、
政
府
も
見
直
す
必
要
が
あ
る
と

言
っ
て
い
る
。
合
併
施
工
方
式
の
拡
大
は
、
財
政
的
に
も
や
る
べ
き
で
は

な
い
」と
強
調
し
ま
し
た
。 

高速道路の見直し 

 

高速道路公社の平均落札率 96％以上 
 

中森議員は、高速道路公社の平均落札率が非常に高い（02年度は96.72％）

ことをとりあげ、入札の見直しについて質問。市は、高速道路公社が02年10月に

入札制度検討委員会を設置し、今年４月から入札制度を一部改正したと答弁し

ました。 

中森議員は、長野県が受注希望型競争入札の導入で、落札率の低下や、透

明性、公正な競争性の確保など、大きな効果をあげていることを紹介し、広島市も

早急に導入すべきと求めたのに対し、市は、新たな入札方式の導入を検討して

おり、可能なものから実施していくと答えました。 

また、中森議員は、高速道路公社が発注する設計・調査などの業務委託（02年度

平均落札率94.1％）についても、長野県では受注希望型競争入札の導入により、

わずか４か月間で50％を下回る効果があったことをあげ、早急に実施するよう求

めました。 

 

高速道路公社の入札制度改正（今年4月から） 

●一般競争入札の対象額を２０億円以上から１０億円以上に拡大 

●公募型指名競争入札の対象額を５億円以上から１億円以上に拡大 

●予定価格の事前公表を２０億円以上から１億円以上に拡大 



（
建
設
委
員
会 

中
森
辰
一
議
員
の
質
問
の
続
き
） 

市「この8月に仮換地指定」 
 
段原東部区画整理事業 

 

 仮換地が発表されて以降、地権者から出された意見

書は、908画地のうち167画地。仮換地案に納得してい

ない地権者は約18％です。 

 中森議員は、今後どのように対処していくのか質問し

ました。 

 市は、東部審議会で決めた対応方針に基づき、地権

者への個別の説明を行い、条件を満たせば、市の事業

促進用地との交換を行う」と答えました。 

 中森議員は、老朽化が進む段原中学校の建て替え

が早急に必要であり、高齢化が進む地元では、早く事

業を進めてほしいとの声が強いことを指摘し、事業の

進捗状況と今後の予定について質問。 

 市は、「段原中学校の移転先として予定している警察

学校は国有施設なので、現在、坂の県有地を移転候

補地として検討されている。この８月を目標に 初の

工区の仮換地指定を行いたい」と具体的な時期を示

しました。 

特命随意契約から 
すべて一般競争入札方式に 
 
土地の測量調査の業務委託 
 

 土地の測量調査の業務委託は、すべて社団法人広

島県公共嘱託登記土地家屋調査士協会の特命随意

契約で請け負い(01年度で７億円)、同協会は調査士か

ら１０％のマージンを徴収していた問題で、道路交通

局長は昨年９月議会で、「競争性が確保される見直し

が必要」と答弁していました。 

 中森議員は、その後の検討内容などについて質問し

ました。 

 市の報告によると、昨年９月議会後、用地測量の発注

に関わる調整会議を開き、競争入札を行うことを決定。

この７月から、特命随意契約から全面的に一般競争入

札方式に変わります。 

中森議員は、一方で高速道路公社が依然として特

命随意契約のままであることを確認したうえで、高速道

路についても早急に競争入札に変えるよう求めまし

た。 

これ以上の岸壁は必要ない 
 
出島の埠頭建設 
 

 出島地区の大型埠頭（水深１４メートル埠頭）がオー

プンして３ヶ月になりますが、コンテナの取り扱い数は

見込みに達せず、４万トンから５万トンの船が着岸でき

るにもかかわらず、４０００トンから６０００トンの船しか

入っていません。 

 中森議員は、この大型埠頭に隣接して建設中の中

規模埠頭（水深７．５メートル）について、「現在寄港す

る船の規模なら中規模埠頭だけで間に合う。これ以上

の岸壁は必要がない」と追及。 

 市は、「この中規模埠頭は国内貨物中心。今後、外国

船の規模は一層大型化が進むと考えているが、港湾

計画自体は整備年度を明ら

かにしたものではない」と答

弁。中森議員は、これ以上の

埠頭建設は、はっきりと中止

を決めるべきだと強調しまし

た。 

所得に応じた駐車料金を 
 
市営住宅の駐車場料金 
 

 市営住宅の駐車場は、９９年から７年間で７８住宅、約

５６００区画を整備する計画であり、０２年度末で２２住

宅、約９００区画が整備済みです。 

 中森議員は、「市営住宅は、低所得世帯だと認定して

入居を認めている。家賃も、所得が月収２０万円以下を

細かく区分して、収入に応じた家賃としている。駐車料

金が一律であるのは公営住宅の目的に反する」と指

摘しました。 

 市は、「駐車場は入居者の便益を増すための共同施

設。近隣の民間駐車場の料金を超えない範囲で使用

料を決定しており、住宅のように所得階層に応じてい

ない」と答えました。 

 

 


